
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．はじめに 

平成 15 年に地方自治法が一部改正され，公の施設の管理に関

して指定管理者制度が設けられた。それを受けて，都市公園の管

理にも指定管理者制度が導入されてから 10 年が経過した。そも

そも指定管理者制度は，「多様化する住民ニーズにより効果的，効

率的に対応するため，公の施設の管理に民間の能力を活用しつつ，

住民のサービスの向上を図るとともに，経費の節減等を図ること」
1) を目的とした制度である。 
指定管理者制度の導入によって，自治体の外郭団体など従来の

管理受託者をはじめとする非営利法人に加えて，株式会社に代表

される営利法人が都市公園の管理に新規参入できるようになった。

これにより，民間のノウハウを活用して業務の効率化を図り管理

経費を節減するとともに，利用料金収入や自主事業等による収入

が動機付けとなって，節減分や独自の収入源等を活用した，より

質の高い利用者サービスの提供が期待されるところである。 
しかし，総務省が平成 20 年 6 月に各都道府県知事宛に発出し

た総務事務次官通知では，指定管理者の選定の際の基準設定に当

たっては，公共サービスの水準の確保という観点が重要であるこ

とが示された 2) 。さらに，平成22年12月に発出した総務省自治

行政局長通知では，指定管理者制度は単なる価格競争による入札

とは異なるものであること3) といった制度運用上の留意点が指摘

された。これらの指摘から，指定管理者制度が導入された趣旨や

目的が十分に反映されずに，指定管理料の削減という行政の財政

負担の削減に重きが置かれている状況に対する危惧がうかがえる。 
既往文献の中で指定管理者制度における収入源や収益の取扱い

に関して見ると，増田（2010）4) は財政悪化に伴い地方行政では

公園緑地分野での事業規模の縮小や管理運営費の削減によって適

正な管理水準が維持されないといった状況が発生していると指摘

している。また，金子（2010）5) は以下の課題を指摘している。

指定管理者のモチベーションを引き出すための金銭的な動機付け

の明確化が求められること。指定管理者の更新時に低価格が優先

される傾向があり，指定管理料が段階的に引き下げられ，サービ

スの低下を生み出す恐れが十分にあり得ること。李ら（2011）6) は

全国の都道府県営広域公園の指定管理者の1期目と2期目の選定

基準を比較して，自主事業等によって得られた収益を再投資する

ことで高品質な管理を可能とするような仕組みの確立が求められ

ること。また，そのためには利用料金制の有効活用や新たな収入

源の確保など「産や民の柔軟性」を最大化させることが有効であ

ると指摘している。 
以上のように，指定管理者の選定基準にかかわる問題や価格競

争から，自治体より支払われる指定管理料が逓減傾向にあり，高

品質な管理を可能とするような新たな収入源の確保と，金銭的な

動機付けの明確化の必要性が論じられている。しかし，新たな収

入源の獲得やそこから得られる収益の取扱いに関する実態につい

て調査された研究事例やそこから発生する経営的課題を探った研

究事例はほとんど見られない。 
本研究では，全国の都道府県営都市公園の指定管理者に対して

指定管理料以外の収入源の種類とそこから得られる収益の取扱い

に関する実態を調査し，指定管理者の代表団体の営利，非営利と

いった法人の性格と収入源および収益の取扱いとの関係性を明ら

かにすることによって，指定管理業務において民間のノウハウを

活かし，高品質な管理を可能とするような公園経営と指定管理者

制度の運用に関する課題と方向性を探ることを目的とする。 

 

２．研究の方法 

本研究では，まず，平成25年10 月に47都道府県のホームペ

ージにアクセスし，都道府県営都市公園における指定管理者制度

の導入状況を確認した。その結果，ホームページで確認すること

ができた都道府県営都市公園は全国で530箇所あり，このうち指

定管理者制度が導入されている都市公園は445箇所であった。本

研究では指定管理者を調査対象に設定することから，一公園につ

き一の指定管理者を指定するケース，複数の公園を一括指定する
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ケース，逆に一の公園を分割して指定するケースを個別に確認し，

合計349件の指定管理者を特定し，これらを調査対象とした。 
調査では，これらの349件の指定管理者に対して，指定期間と

公募か非公募か等の基本的な事項とともに，以下に示す大きくは

4 項目からなる調査票を作成した。指定管理者を構成する法人の

種類や主な業種，指定管理業務への関与状況等の「実施体制」に

関する事項，行政が毎年度実施する評価の項目や定量的指標，指

定管理者として特に評価をしてもらいたい項目等の「年度評価」

に関する事項，指定管理料以外の収入源や収益の取扱い等の「収

入源」に関する事項である。このアンケート調査票を平成 25 年

11月に郵送配布し，指定管理業務の総括責任者または現場責任者

に回答を依頼した。回答は郵送または電子メールの方法で回収し，

結果，アンケートの有効回答数は236件，有効回答率は67.6％で

あった。 
本研究ではまず，前述した4項目のアンケートの内容から主に

「収入源」に着目して解析を進めるものとした。具体には，「実施

体制」に関する事項のうち，指定管理者を構成する法人の種類に

かかる回答結果を用いて，表－1に示すように13種類の法人に分

類した。その内，株式会社と持分会社を「営利法人」，一般社団法

人と一般財団法人，公益社団法人，公益財団法人，特定非営利活

動法人，協同組合等，地縁団体等を「非営利法人」，普通地方公共

団体（都道府県，市町村）と特別地方公共団体（特別区等），独立

行政法人，地方公社等を「公的法人」と大別した。さらに，指定

管理者の代表団体についても，この大別を用いて集計し，236 件

中 17 件と少数の公的法人を除いて一定数が確認された代表団体

が営利法人の指定管理者（以下，「営利法人」とする）と非営利法

人の指定管理者（以下，「非営利法人」とする）について以下のク

ロス解析を進めた。 
指定管理料以外の収入源については，「管理経費に充当する収

入源」と管理経費に充当する以外の「その他の収入源」の別に，

指定管理者制度の運用指針等の制度上に定められている「有料施

設の利用料金収入」や「行為許可にかかる使用料」などの既定の

収入源6種類と，指定管理者の経営努力により獲得する「寄付金・

協賛金」や「自主事業による収入」などの独自の収入源4種類の

合計 10 種類の収入源の中から，該当するものを複数選択形式で

回答することを求めた。解析では「営利法人」，「非営利法人」の

有効回答数を母数とする構成割合を算出し，χ2検定による2種類

の法人の差の検定を実施し，それらの結果によって考察を進めた。

なお，指定管理業務に必要な管理経費と指定管理料，指定管理料

以外の収入源のうち管理経費に充当する収入源と管理経費に充当

する以外の収入源の関係は図－1 に示すとおりである。収益の取

扱いについては，該当する収入源ごとに，収益の帰属先として，

「全額を設置者（公園管理者）へ返還する」（以下，「全額設置者」

とする），「一部を設置者へ返還し，残りを指定管理者の収入とし

て収受する」（以下，「一部指定管理者」とする），「全額を指定管

理者の収入として収受する」（以下，「全額指定管理者」とする），

「その他」のいずれか一つを選び，さらに，「一部指定管理者」と

「全額指定管理者」については，指定管理者へ帰属する収益の「全

額を指定管理者の収入とする」（以下，「全額収入」とする），「一

部を維持管理や施設改修等に再投資する」（以下，「一部再投資」

とする），「全額を維持管理や施設改修等に再投資する」（以下，

「全額再投資」とする），「その他」のいずれか一つを選んで回答

することを求めた。解析では単純集計による構成割合を算出する

とともに，2種類の法人の差はχ2検定を実施し，それらの結果を

用いて考察を進めた。最後に，「収入源と収益の取扱いについて，

意見を自由にお聞かせください」として自由回答形式で求めた意

見も参照しながら，まとめと考察を進めた。 

 

３．解析結果及び考察 

（１）指定管理者の実施体制に関する実態 

回答のあった236件の指定管理者を構成する全構成員延べ380
法人を，法人の種類ごとに集計した結果，営利法人は 202 法人

85.6%，非営利法人は159法人67.4%，公的法人は19法人8.1%
であった（図－2参照）。また，回答のあった236件の指定管理者

それぞれの代表団体全236法人を，法人の種類ごとに集計した結

果，営利法人は83法人35.2%，非営利法人は136法人57.6%，

公的法人は17法人7.2%であった（図－3参照）。 
図－2 より，全構成員の法人の種類は，営利法人が 8 割を超え

て最も多く，民間企業の新規参入が着実に進んでいることがわか

った。一方，図－3より，指定管理者の代表団体の法人の種類は，

逆に，非営利法人が136法人57.6%と最も多く，その内訳を見る

と一般財団法人が35法人，公益財団法人が83法人の計118法人

となっており，回答のあった指定管理者の代表団体全236法人の

ちょうど半数を占めることから，自治体の外郭団体をはじめとす

る従来の管理受託者が依然として代表団体の半数を占めている実

態が明らかとなった。 
（２）指定管理料以外の収入源に関する実態 

指定管理料以外の収入源の有無に関して，図－4 は管理経費に

充当する収入源について，図－5はその他の収入源について，「営

利法人」と「非営利法人」の別に集計した結果を示している。図

－4より，「営利法人」，「非営利法人」ともに有意な差はなく8割

以上の指定管理者が，指定管理料以外に管理経費に充当する収入

源を有していることがわかった。一方，図－5 より，管理経費に

充当する以外のその他の収入源を有する指定管理者の割合は，

「営利法人」が 6 割を超え，「非営利法人」の 5 割程度に比べて

営利法人 株式会社 持分会社
一般社団法人 協同組合等
一般財団法人 地縁団体
公益財団法人 社会福祉法人
特定非営利活動法人 学校法人
普通地方公共団体 国立大学法人
特別地方公共団体

非営利法人

公的法人

表－1 法人の種類 

支出 

収入 指定管理料
管理経費に充当

する収入源
その他の収入源

（管理経費に充当する以外の収入源）

指定管理業務に必要な管理経費

指定管理料以外の収入源

図－1 管理経費と収入源の関係 

図－2 指定管理者の構成員の法人の種類 
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図－3 指定管理者の代表団体の法人の種類 
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図－4 管理経費に充当する収入源の有無 
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有意に高いことがわかった。このことから，使途が管理経費への

充当に限定されず自由度の高いその他の収入源は，「営利法人」に

とって，経営努力に対する金銭的な意味でのより大きな動機付け

となっていると考えられる。 
図－6 は，指定管理料以外の収入源の種類について，制度上に

定められる既定の収入源と指定管理者の経営努力で獲得する独自

の収入源に分けて，管理経費に充当する収入源とその他の収入源

の別に集計した結果を示している。 
指定管理料以外の収入源に関しては，全ての項目で管理経費に

充当する収入源となっているが，中でも既定の収入源の6項目の

内，6 項目とも管理経費に充当する収入源の割合がその他の収入

源とする割合よりも高くなっている。特に，「有料施設の利用料金

収入」が6割を超えて突出して多く，それに次いで「行為許可に

かかる使用料」も3割弱存在する。一方，独自の収入源の4項目

の内，いずれも管理経費に充当されるものとその他の収入源とす

るものの割合は同等程度となっている中で，特に，「自主事業によ

る収入」を管理経費に充当する指定管理者が5割強，その他の収

入源とするものが 4 割弱と突出して多く，「寄付金・協賛金」を

管理経費に充当する指定管理者とその他の収入源とする指定管理

者もともに1割強存在することがわかった。 
一般的に，指定管理者が管理を行うために必要な経費は，ア．

全て利用料金で賄う，イ．一部を利用料金で，残りを指定管理料

で賄う，ウ．全て指定管理料で賄う，のいずれかの方法で賄われ

ること 7) 8) などとされており，指定管理者独自の収入源で賄うこ

とまでは求められていない。このような指定管理者制度の中で，

以上の解析結果を見ると大半の指定管理者が「有料施設の利用料

金収入」や「行為許可にかかる使用料」をはじめとする既定の収

入源に加え，自主事業をはじめとする独自の収入源も管理経費に

充当している実態が明らかとなり，半数以上の指定管理者におい

て，管理経費を賄う収入源として指定管理料と利用料金収入だけ

では不十分な状態にあると考えられる。 

次に，指定管理者の経営努力で獲得する独自の収入源に着目し

て，管理経費に充当する収入源とその他の収入源の種類について，

それぞれ「営利法人」と「非営利法人」の別に集計した結果を図

－7と図－8に示す。 

図－7より，管理経費に充当する収入源を見ると，「自主事業に

よる収入」を含む 4 項目すべての収入源において，「営利法人」

と「非営利法人」の割合に有意な差はなく，「営利法人」，「非営利

法人」ともに同程度に独自の収入源を管理経費に充当している実

態が明らかとなり，「営利法人」，「非営利法人」にかかわらず，指

定管理業務に必要な管理経費を賄う収入源として指定管理料と利

用料金収入だけでは不十分な状態にあることが裏付けられている。

一方，図－8 より，管理経費に充当する以外のその他の収入源を

見ると，「自主事業による収入」と「寄付金・協賛金」において「営

利法人」と「非営利法人」の割合に有意な差が認められる。その

内「自主事業による収入」では，「営利法人」が5割強，「非営利

法人」が3割強と「営利法人」の割合が有意に高いことがわかっ

た。一方，「寄付金・協賛金」では，逆に，「非営利法人」が2割

弱，「営利法人」が5％弱と「非営利法人」の割合が有意に高いこ

とがわかった。 
この結果は，「営利法人」は，民間のノウハウを活かして自主事

業を展開することによって，独自の収入源を獲得していく上で「非

営利法人」よりも優位性を保有していることを表しているものと

考えられる。また，「非営利法人」は，寄付金控除等の税法上の優

遇措置によって，寄付金や協賛金を獲得する上で優位性があるこ

とを表しているものと考えられる。つまり，法人の性格に応じて，

それぞれの優位性を活かして収入源を獲得しながら指定管理業務

が行われているものと考えられる。 
（３）収益の取扱いに関する実態 

図－9は，収益の帰属先について，収入源ごとに「全額設置者」，

「一部指定管理者」，「全額指定管理者」，「その他」の別に集計し

た結果のうち，回答数の合計値が 20 以上となる 8 項目の収入源

の結果を示している。 

図－5 その他の収入源の有無 
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図－9 収益の帰属先 
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図－8 その他の収入源の種類 

4.8

7.2

51.8

6.0

16.2

4.4

34.6

9.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80

＊寄付金･協賛金

助成金･補助金

＊自主事業による

収入

その他

指
定

管
理

者
の

努
力

で
獲

得

す
る

「独
自

の
収

入
源

」

「営利法人」（n=83） 「非営利法人」（n=136）

（χ2検定による:p<0.05水準の有意差有り:＊）

% % % % % % %%
%65.7

29.7

10.6

8.5

5.9

1.3

11.0

6.8

52.5

4.7

8.5

6.8

5.1

5.5

3.4

0.4

11.4

5.5

38.1

7.6

0 10 20 30 40 50 60 70 80

有料施設の

利用料金収入

行為許可に

かかる使用料

占用許可に

かかる使用料

設置許可に

かかる使用料

管理許可に

かかる使用料

命名権料

（ﾈｰﾐﾝｸﾞﾗｲﾂ料）

寄付金・協賛金

助成金・補助金

自主事業による

収入

その他

制
度

上
に

定
め

ら
れ

る

「既
定

の
収

入
源

」

指
定

管
理

者
の

努
力

で
獲

得

す
る

「独
自

の
収

入
源

」

管理経費に充当する収入源 その他の収入源

(n=236)

% % % % % % % %
%

図－6 指定管理料以外の収入源の種類 
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図－9 より，制度上に定められる既定の収入源を見ると，いず

れの収入源でも「全額指定管理者」の割合が7割弱から9割強と

大半を占める。その内，「占用許可にかかる使用料」と「設置許可

にかかる使用料」では「全額設置者」がそれぞれ2割弱と1割強

存在する。一方，指定管理者の経営努力で獲得する独自の収入源

を見ると，いずれの収入源でも「全額指定管理者」の割合が8割

弱から9割強と大半を占め，既定の収入源と独自の収入源ともに，

収益の帰属先が全額指定管理者とされているケースが圧倒的に多

い。このことから，全体的には指定管理者の経営努力を促す金銭

的な動機付けが働くように指定管理者制度が運用されていると言

える。しかし，収入源別に見ると，既定の収入源においては収益

の一部または全額を設置者へ返還しなければならないケースが 1
割弱から3割強の割合で見られ，独自の収入源に比べて，既定の

収入源では金銭的な動機付けがやや働きにくいと言えよう。 
図－10は，図－9で割合が最も高かった「全額指定管理者」と

回答した指定管理者に着目して，指定管理者へ全額帰属する収益

の取扱いについて，収入源ごとに「全額収入」，「一部再投資」，「全

額再投資」，「その他」の別に，かつ「営利法人」と「非営利法人」

の別に集計した結果のうち，回答数の合計値が各20以上となる3
項目の収入源の結果を示している。 
図－10より，3項目とも「営利法人」と「非営利法人」で有意

差が見られず，「全額収入」とする指定管理者の割合は「営利法人」，

「非営利法人」ともに 3 割弱から 4 割強である。一方，「一部再

投資」とする指定管理者と「全額再投資」とする指定管理者を合

わせた割合は，いずれも5割強から7割強と高い割合を示し，営

利，非営利という法人の性格の違いにかかわらず，得られた収益

の一部または全額を公園に再投資しようとする指定管理者が5割

を超えることが明らかとなった。このように，利用者サービスの

質の維持や向上のために指定管理者は相当の経営努力をしている

ことがうかがえることから，これらの経営努力を年度評価や更新

時の評価項目に加えるなど適正に評価する仕組みの構築が求めら

れる。 
（４）収入源と収益の取扱いに関する自由意見 

収入源と収益の取扱いに関する自由意見について，全236件中

85件の指定管理者から回答が得られた。得られた回答の内容を類

型化し回答数が5件以上あった意見を表－2に示す。 
表－2の（a）と（e）より，利用者サービスの向上を図る上で，

収益の取扱いに関する指定管理者の独自の判断と弾力的な運用を

確保することが有効な手段となりえる可能性が確認できた。また，

（b）と（d）より，利用料金制度の運用と更新時の評価において，

指定管理料の削減が重視され，利用者サービスの質の確保や向上

を図ろうとする指定管理者に対する動機付けが働きにくいと懸念

される実態が確認できた。さらに，（c）と（f）より，指定管理料

の削減に加えて，行政向けの事務作業の負担増大や修繕費用が嵩

むことが，管理経費を圧迫し利用者サービスの質の確保や向上を

困難にする要因となっている可能性が確認できた。 
 

４．まとめ 

以上の解析および考察結果から，まず，指定管理者の構成員と

して多くの民間企業が参入してきており，制度導入の目的の一つ

であった民間のノウハウの活用が着実に進んでいると言える。 
このような状況の中で，指定管理者が管理を行うために必要な

経費は，一般的に，ア．全て利用料金で賄う，イ．一部を利用料

金で，残りを指定管理料で賄う，ウ．全て指定管理料で賄う，の

いずれかの方法とされているが，本研究において，指定管理料と

利用料金収入だけでは管理経費を賄えず，第二，第三の収入源を

独自に獲得しなければならない状況にあることがわかった。行政

の財政負担の削減に重きが置かれ，制度本来の目的である利用者

へのサービスのための管理経費が圧迫されるなかで，本来は指定

管理者にとって経営努力に対する金銭的な動機付けであるはずの

独自の収入を管理経費に充当しなければ最低限必要な管理経費が

賄えない状況は，指定管理者制度の根幹にかかわる大きな課題と

言える。適正な額の指定管理料を確保するとともに，利用料金制

度や独自の収入源を指定管理者に対する金銭的な動機付けとして

働かせ，自主事業をはじめとする利用者サービスのさらなる向上

のために使うことができるような制度運用も強く求められる。さ

らに，収益の取扱いに関しては，全額を指定管理者の収入にする

ことができるにもかかわらず，半数以上の指定管理者が独自の判

断で維持管理や施設改修等に再投資するとしている。こうした再

投資を，指定管理業務の年度評価や更新時の評価項目に加えるこ

となどによって，指定管理者の再投資に対する動機付けを向上さ

せることも重要な課題と言える。一方，独自の収入源の獲得に関

しては，「営利法人」は自主事業の展開，「非営利法人」は「寄付

金・協賛金」の獲得といったように，指定管理者の構成員それぞ

れの優位性を活かした連携を深めることも，今後の有効な方向性

として考えられよう。 
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図－10 収益の取扱い 
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(19件)
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(10件)

( 5件)
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( 5件)

注）：（　）内の件数は，類型化した意見に対する回答者の件数を示す。

(f)指定管理料だけでは修繕費用が足りない。

(e)指定期間内で収益のやりくりができれば，大規模修繕等に取り組める。

(d)更新毎に指定管理料が低下する。価格による評価に違和感を感じる。

(a)指定管理者の判断で収益を維持管理や修繕等に再投資している。

(b)利用料金収入が増えれば，実績として反映され，次期の指定管理料（基準
　価格）が下がる。利用促進の努力が結果的に自分の首を締めることになる。

(c)年々増える資料作成等の事務作業の負担が大きい。
　管理経費が行政のための資料作成に費やされる。

表－2 収入源と収益の取扱いに関する自由意見 
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